
多様な人材の労働参加の促進　    

労働力の効果的な配置　　   　

　　　令和６年度　未来を支える人材投資・確保対策　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

人材育成・職場定着の促進　   

    介護業務｢カイゼン｣推進事業　　 　　　             192,212千円

　➤介護現場の業務改善相談・ICT人材の育成等の実施や、介護従事者の
　　負担軽減を図る介護ロボット等の導入経費への助成

　 秋田とつながる若年女性のネットワーク構築事業          3,925千円
　➤首都圏で働く女性の意見の企業へのフィードバックや、情報の効果的
　　な発信に向けたネットワークの構築等

　　魅力的な職場づくりステップアップ支援事業 　　  　   12,798千円
　➤若年者等が働きやすい職場環境づくりに係る実践講座や若手社員によ
　　る異業種交流会の開催、専門家派遣、職場環境整備への助成

    人材投資促進事業        　　　　　　　　　　        29,098千円

　➤大学等が提供する高度な専門講座の受講費用への助成や個々のレベル

　　に応じたeラーニング講座の提供、若年女性等の正規雇用化への支援　

企業イメージ・魅力発信の向上 　

・ カイゴのイメージアップ事業       　　 　　　 　    　 9,859千円
　➤介護職員を主役とした動画のＳＮＳ配信による業界イメージの向上
　　戦略の展開等

・ 建設産業イメージアップ推進事業       　 　　　      6,594千円
　➤児童・生徒、保護者等に向けた、インフラ資産を活用したツーリズム
　　ガイドブックの作成やロールモデルとなる先輩社会人の情報発信等

・ 採用力拡大支援事業　　　　　　                  　　   8,139千円

　➤若年者等の確保に向けた効果的な採用手法等に係る実践講座や女性活
　　躍・人材確保情報交換会の開催

    外国人材受入サポートセンター（仮称）設置事業　       8,700千円
　➤企業向け相談センターの設置、専門家派遣、企業向けセミナー・出張
　　相談会の開催、市町村の環境整備に向けた勉強会の開催　　　　　　　　

    スタートアップエコシステムＡＫＩＴＡ推進事業              39,486千円

　➤地域プラットフォームを通じた若年層向けの起業家意識醸成や県内
　　スタートアップへの集中支援、県外スタートアップへの実証支援等

　 首都圏副業・兼業プロ人材獲得促進事業　　　　　　  13,029千円
　➤首都圏在住の副業・兼業人材獲得に向けた本県事例の紹介や情報発信、
    マッチングイベントの開催

拡

拡

新

新

拡

重点事項  １  企業経営の中核を担う大学卒業者等の県内定着・回帰 　２　産業構造の変化に対応した職種間の人材の誘導
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大学卒業者等の県内定着・回帰

     中核人材確保・定着環境整備支援事業　　  

                                 30,000千円
➤中小企業が行う経営等の高度化に向けた
　 環境整備等の取組に要する経費を助成　　　

     中核人材育成支援事業　　　 
                                  10,612千円

➤中核人材として育成を図るため、企業が主体

　 的に行う高度な研修等に要する経費を助成
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    県内ＩＣＴ企業人材確保・育成事業           　　　　　　　　24,518千円

　➤大学訪問等による県内企業のＰＲや首都圏大学と連携した就職担当者
　　向けの企業視察等の実施、就職マッチング機会の提供

    職業訓練受講促進事業　　 　　　       　　　　       25,896千円

　➤介護・建設・製造・IT分野の職業訓練を受講する雇用保険受給資格
　　がない求職者に給付金（７万円/月）を支給

    女性の新規就業支援事業 　　 　　　　　　　　　 　   13,546千円
　➤コーディネーターによる就業に向けた伴走支援、スキルアップセミ
　　ナーや就職説明会の開催等

　  移住相談体制強化事業        　　　　　　　　　      55,833千円

　➤アキタコアベースを拠点に、移住・就職に関するワンストップ相談や

　　各種交流イベントを実施　
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    あきた企業連携型奨学金返還助成事業　  

                                  3,208千円
➤県と企業が連携し、県内に就職した大学卒業

   者等の経済的負担を軽減する奨学金返還助
   成制度を創設
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